
      

　

　

　

１ 1998（平成10）年度の森林組合の事業取扱数量および取扱高は，大半の事業において前年

度実績並み，もしくは前年度を下回る水準にとどまった。しかし，事業総利益，経常利益

については，利用部門の寄与により増益となった。

　

２．管内林家の経営状況は厳しさを増しており，約９割の組合が３年前と比較して悪化した

と回答している。また，組合自身も，材価低迷以外の当面の問題点として「新たな収益源」

をあげるなど，収益力の向上が大きな課題となっている。

　

３．99年４月から施行された「森林法等の一部を改正する法律」により，森林施業にかかる

市町村の役割と権限が強化されたが，市町村との協議・打合せが５年前に比し「増加した」

組合数は，「減少した」組合数を上回った。また，新たな地方財政措置に基づく「森林管理

巡視員」制度は，半数以上の組合が活用を考えている。

　

４．間伐の実施面積が過去３年間で「増加した」組合数は，「減少した」組合数を上回り約半

数に達した。ただし，間伐の実施時期については，「増加した」組合も含め９割以上の組合

が「遅れている」と回答している。

　

５．山元立木価格が低下基調にあるなか森林組合の作業班員数は減少しており，同時に高齢

化，専業的作業班員への労働依存度が高まっている。このような状況下，労働力の維持・

確保をはかるためには，安定的労働条件を提示することがより重要性を増していると思わ

れる。ただし，材価が低迷しているなか労働条件の全般的引上げ・安定化をはかるには，

組合の自助努力に加え，森林の公益的機能に配慮した行政支援の一層の拡充も必要となろ

う。

．

森林組合の近況および就労構造の変化
――　第12回森林組合アンケート調査結果から　――

〔要　　　旨〕
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　本稿は，1999（平成11）年８月に農林中央

金庫森林部，農林中金総合研究所および

（財）農村金融研究会が共同で実施した全国

100森林組合アンケート調査結果の紹介，お

よびアンケート主要テーマのひとつである

「労働力の現状」のうち作業班の就業構造に

ついて分析を行ったものである。

　調査対象組合は，全国約1,300の森林組合

のなかから地域分布等に配慮して選定され

た100組合であるが，調査の精度等

を保つため中規模層以上の組合が

中心となっている（第１表）。また，継

続性維持の観点から，原則として前

回と同一の組合を対象としてい

る。

　今回の主要な調査テーマは，毎年

度継続実施している「事業と経営の

動向」のほか，「当面の問題点および

実施事業等」「市町村との連携状

況」「間伐の実施状況」「労働力の現

状」等である。
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１．はじめに

第１表　対象組合の概況（全国の組合対比）

対象 100
組合（Ａ）

全国の組合
（Ｂ） （Ａ/Ｂ）

組合数（組合）

組合員数（人）

組合員所有の森林面積(ha)

常勤役職員数（人）

100

2,446

16,889

28.0
24.0
19.0
29.0

19.1

27.0
41.0
32.0

1,319

1,288

8,608

69.7
15.3
6.3
8.6

8.3

75.7
18.3
6.0

7.6％

1.9倍

2.0倍

2.3倍

１万ha未満
１万～１万５千ha
１万５千～２万ha
２万ha以上

10人未満
10～20人
20人以上

面積別組合数
構成比（％）

人数別組合
数（％）

（注）　１．全国の組合の計数は林野庁・全国森林組合連合会『森林組合統
計（平成９年度）』による。

　　　２．組合数以外の計数は，１組合当たりの平均値。



      

　

　

　

　（1）　事業取扱数量・取扱高

　98年度の事業取扱数量および取扱高は，

大半の事業において前年度実績並み，もし

くは前年度を下回る水準にとどまった（第

２表）。このうち，「購買事業取扱高」のみ増

加しており，４年前（94年度）の水準にまで

回復した。

　「林産事業のうち木材取扱数量」「金融事

業期末貸付金残高」は大幅に落ち込んでお

り，時系列で見るとこの２事業に加え「販

売事業のうち木材取扱数量」も減少傾向に

ある。一方，「利用部門のうち森林造成事業

取扱高」は前年度実績は下回ったものの，

比較的安定的に推移している。

　

　（2）　決算概況

　98年度の決算は，「利用部門」の増益によ

　

　

　

　（1）　事業取扱数量・取扱高

　98年度の事業取扱数量および取扱高は，

大半の事業において前年度実績並み，もし

くは前年度を下回る水準にとどまった（第

２表）。このうち，「購買事業取扱高」のみ増

加しており，４年前（94年度）の水準にまで

回復した。

　「林産事業のうち木材取扱数量」「金融事

業期末貸付金残高」は大幅に落ち込んでお

り，時系列で見るとこの２事業に加え「販

売事業のうち木材取扱数量」も減少傾向に

ある。一方，「利用部門のうち森林造成事業

取扱高」は前年度実績は下回ったものの，

比較的安定的に推移している。

　

　（2）　決算概況

　98年度の決算は，「利用部門」の増益によ
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２．事業と経営の動向

第２表　事業取扱数量・取扱高
（単位　m3）

販売事業
のうち木
材取扱数
量

林産事業
のうち木
材取扱数
量

加工製造
事業のう
ち製材品
取扱数量

購買事業
取扱高
（百万円）
　

利用部門
のうち森
林造成事
業取扱高
（百万円）

金融事業
期末貸付
金残高
（百万円）

１組当たり
平均

前年比
増減率（％）

94年度＝100

1994年度
95　　
96　　
97　　
98　　

95　　
96　　
97　　
98　　

95　　
96　　
97　　
98　　

5,020
4,477
5,324
4,822
4,739

△10.8
18.9
△9.4
△1.7

89
106
96
94

6,760
6,381
7,430
7,311
6,417

△5.6
16.4
△1.6
△12.2

94
110
108
95

2,913
2,881
3,275
2,931
2,931

△1.1
13.7
△10.5
0.0

99
112
101
101

34
35
39
34
34

2.6
10.4
△12.4
1.7

103
113
99
101

245
247
268
276
274

0.9
8.6
3.0
△0.7

101
110
113
112

295
253
219
189
166

△14.3
△13.5
△13.5
△12.3

86
74
64
56

（注）　1995年度以前は対象組合が一部異なるため，数値は連続しない。

第３表　決算概況
（単位　百万円，％）

事業総利益
経常利益

１組合当たり
平均

前年比
増減率（％）

94年度＝100

1994年度
95　　
96　　
97　　
98　　

95　　
96　　
97　　
98　　

95　　
96　　
97　　
98　　

130
128
139
127
131

△1.9
8.7

△8.6
3.3

98
107
98
101

28
26
37
30
27

△6.6
39.8
△19.3
△7.7

93
130
105
97

16
11
11
7
5

△32.4
1.5

△35.3
△21.5

68
69
44
35

6
6
6
6
6

△0.9
△2.4
△3.9
△3.1

99
97
93
90

82
85
88
86
94

3.4
3.5
△2.6
9.3

103
107
104
114

2
2
2
1
1

△11.9
△26.2
△10.0
△10.9

88
65
59
52

14
13
18
7
12

△8.0
33.9
△63.1
80.6

92
123
45
82

販売 加工 購買 利用 金融合計

（注）　第２表に同じ



      

り事業総利益，経常利益とも前年度実績を

上回った（第３表）。

　部門別事業総利益では，「利用部門」は前

年度比高い伸びを示したが，他の部門はす

べて前年度実績を下回る結果となり，特に

「加工部門」は大幅減益となった。時系列で

見ると，各部門とも総じて事業総利益は下

降傾向にあるが，そのなかにあっても「加工

部門」の減益は顕著である。一方，このよう

な状況下，「利用部門」のみ安定的に推移し

かつ収益の大きな柱となっているが，この

要因のひとつとしては林業基盤整備推進を

はかる行政支援も考えられよう。

　経常利益は，前年度比大幅増益となった

ものの，依然５年前（93年度）の水準を回復

するまでにはいたっていない。

　なお，出資配当を行った組合数は，前年

度の32組合から26組合に減少している。

　

　

　

　

　（1）　管内林家の経営状況

　組合経営の基盤となる管内林家の経営状

況は，３年前と比較して「大幅悪化」（51％）

が半数を超え，「多少悪化」（38％）を加える

と約９割にまで達している。改善している

とした組合はわずか１組合（１％）にすぎ

ず，林家の経営状況がますます厳しさの度

を増していることがうかがえる。

　

　（2）　組合経営上の当面の問題点

　木材価格低迷以外の組合経営上の当面の

問題点（複数回答）は，「新たな収益源」

（58％）が約６割と最も多く，次いで「労働

生産性の向上」（47％），「販売力」（35％）が

続いており，収益力向上が大きな課題と

なっている。

　また，「労働力の安定性」が30％に達する

一方，「過剰人員」と回答した組合はなかった。

　

　（3）　実施事業等

　現在実施中の事業のうち経営の主軸と

なっている事業（複数回答）は，「造林事業

の受託」が71％と圧倒的に多く，次いで「林

産事業の受託」（39％），「買取林産」（30％）

が続いており，この３事業が大きな柱と

なっている。今後拡大意向の事業について

も，この３事業が上位３位を占めている

が，「土木事業」（26％）をあげる組合も多

い。一方，撤退意向の事業については，回

答数が19件と少なかったものの，「資金の貸

付」がうち９件を占め最も多く，その主な理

由としては「採算不良」「事業量が少ない」が

あげられている。

　また，新規開始意向の事業としては，「造

園・緑化事業」（23％），「森林公園等の管

理」（23％）など川下関連事業が上位となっ

ている。
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されているが，このようななか組合と市町

村との協議・打合せは，５年前と比較して

「かなり増加」（８％），「やや増加」（24％），

「変わらない」（58％），「やや減少」（６％），

「かなり減少」（４％）と増加割合が減少割合

を上回っている。

　具体的な増加理由としては，「広域合併で

あり関係市町村との調整を図るため，定期

的な会議開催を年間予定に入れている」「林

構事業等が流域単位となったため，その打

合せ・研修が多くなった」などが，減少理由

としては，「市町村の財政難により，一次産

業予算が削減されている」「市町村の林務担

当職員数の不足」などがあげられている。

　

　（2）　市町村の林業支援施策

　市町村が実施中の林業支援施策（複数回

答）は，「除・間伐に関する補助」（68％），

「作業道造成補助」（65％）が７割近くと圧倒

的に多く，事業に対する補助が施策の中心

であることがうかがえる。一方，労働力関

連の「林業退職金共済制度への補助」

（ 43％），「作業班員雇用・確保補助」

（26％）も比較的上位に入っている。

　

　（3）　「森林管理巡視員」設置に関する要

　　　　望書

　98年から新たに創設された地方財政措置

「国土保全対策」の有効活用方策のひとつと

して，森林組合職員等を活用した「森林管理

巡視員」の設置等に関する通達が林野庁長

官から都道府県知事あて発出され，各市町

村への周知・徹底がはかられている。

　この制度活用のため，組合から市町村あ

て提出する「森林管理巡視員の設置に関す

る要望書」の提出状況は，「提出した」

（30％），「提出の準備中」（19％），「提出の予

定なし」（22％）となっており，「提出した」

組合の割合が最も高い。なお，森林管理巡

視員を既に設置している組合の一部が「提

出の予定なし」と回答していることを考慮

すると，５割以上の組合が本制度の活用を

考えていることがわかる。ただし，一方で

「要望書そのもののことがわからない」

（21％）と回答した組合も見受けられた。ま

た，要望書提出以外の方法として，「陳情書

の提出」「組合長自ら市町村へ直接要望」な

ども行われている。

　森林巡視業務の実施状況を「森林管理巡

視員」の設置状況別に見てみると
（注1）
，「設置済

み」組合のうち90％，また「設置予定」組

合について28％が，既に森林巡視業務を

行っている。このように，「設置予定」組合

では森林巡視業務をまだ実施していないと

ころが多いことから，本制度を活用して，

新規事業である森林巡視業務に取り組もう

としている組合が多いことがうかがえる。

　（注1）　「森林管理巡視員」は，前述のとおり国の地
方財政措置を活用して設置され，森林巡視業務に
携わる。ただし，「森林巡視業務」自体は森林組合
の事業のひとつであり，従来から実施している組
合も多い。

　

　

　

　（1）　実施の時期および面積

　間伐の実施時期について，「ちょうどよ

されているが，このようななか組合と市町

村との協議・打合せは，５年前と比較して

「かなり増加」（８％），「やや増加」（24％），

「変わらない」（58％），「やや減少」（６％），

「かなり減少」（４％）と増加割合が減少割合

を上回っている。

　具体的な増加理由としては，「広域合併で

あり関係市町村との調整を図るため，定期

的な会議開催を年間予定に入れている」「林

構事業等が流域単位となったため，その打

合せ・研修が多くなった」などが，減少理由

としては，「市町村の財政難により，一次産
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当職員数の不足」などがあげられている。
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すると，５割以上の組合が本制度の活用を

考えていることがわかる。ただし，一方で

「要望書そのもののことがわからない」

（21％）と回答した組合も見受けられた。ま

た，要望書提出以外の方法として，「陳情書

の提出」「組合長自ら市町村へ直接要望」な

ども行われている。

　森林巡視業務の実施状況を「森林管理巡

視員」の設置状況別に見てみると
（注1）
，「設置済

み」組合のうち90％，また「設置予定」組

合について28％が，既に森林巡視業務を

行っている。このように，「設置予定」組合

では森林巡視業務をまだ実施していないと

ころが多いことから，本制度を活用して，

新規事業である森林巡視業務に取り組もう

としている組合が多いことがうかがえる。

　（注1）　「森林管理巡視員」は，前述のとおり国の地
方財政措置を活用して設置され，森林巡視業務に
携わる。ただし，「森林巡視業務」自体は森林組合
の事業のひとつであり，従来から実施している組
合も多い。

　

　

　

　（1）　実施の時期および面積

　間伐の実施時期について，「ちょうどよ
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い」は４％にすぎず，「やや遅れている」

（58％），「大幅に遅れている」（38％）となっ

ており，実施状況の遅れが顕著に現れてい

る。

　一方，実施面積については，過去３年間

で「かなり増加」（６％），「やや増加」

（41％），「やや減少」（25％），「かなり減

少」（３％）と増加組合の割合が約５割に達

し，かつ減少組合の割合を上回っている。

ただし，増加した組合で実施時期が「ちょ

うどよい」とした組合はなく，増加ペース

は未だ不十分であると思われる。

　

　（2）　実施面積の増減要因

　間伐実施面積の増加要因としては，「市町

村等からの間伐に関する補助の拡充」

（29％）が最も多く，次いで「間伐必要時期

になったため」（20％），「作業道の開設」

（15％）が続いている。このほかの「労働力の

確保」（５％），「高性能機械の導入」（３％），

「間伐材の新たな需要開発への成功」

（２％）といった要因のウェイトは低い。

　「木材価格の低迷」以外の実施面積減少要

因としては，「森林所有者との合意形成がな

いこと」（16％）が最も多く，次いで「労働力

の不足」（10％），「作業道の未開設」（９％），

「小径木の需要がないこと」（６％）が続いて

いる。このほか，「森林所有者の高齢化」「関

心の低下」「赤字での間伐は進まない」など

の回答も見られた。

　

　

　

　

　

　

　山元立木価格（スギ・ヒノキ・マツの平

均）は80年にピークを迎えたあと低下基調

にあり，林家の経営意欲を反映する新植・

保育面積もほぼ同時期に減少に転じた（第

１図）。それにともない森林組合の作業班員

数も減少しており，81年に６万６千人を数

えたのち97年には３万４千人と，その間で

約48％減少している。このような状況のも

とで進行している作業班の高齢化，および

就業構造の変化につき分析を行うこととし

たい。

　

　（1）　高齢化の進行状況

　ａ．作業班全体

　年齢別構成における60歳代以上の比率は

一貫して上昇しており，高齢化は着実に進

行している（第２図）。特に，82～96年の14

年間で60歳代以上の比率は30ポイント以上

い」は４％にすぎず，「やや遅れている」

（58％），「大幅に遅れている」（38％）となっ

ており，実施状況の遅れが顕著に現れてい

る。

　一方，実施面積については，過去３年間

で「かなり増加」（６％），「やや増加」

（41％），「やや減少」（25％），「かなり減

少」（３％）と増加組合の割合が約５割に達

し，かつ減少組合の割合を上回っている。

ただし，増加した組合で実施時期が「ちょ

うどよい」とした組合はなく，増加ペース

は未だ不十分であると思われる。

　

　（2）　実施面積の増減要因

　間伐実施面積の増加要因としては，「市町

村等からの間伐に関する補助の拡充」

（29％）が最も多く，次いで「間伐必要時期

になったため」（20％），「作業道の開設」

（15％）が続いている。このほかの「労働力の

確保」（５％），「高性能機械の導入」（３％），

「間伐材の新たな需要開発への成功」

（２％）といった要因のウェイトは低い。

　「木材価格の低迷」以外の実施面積減少要

因としては，「森林所有者との合意形成がな

いこと」（16％）が最も多く，次いで「労働力

の不足」（10％），「作業道の未開設」（９％），

「小径木の需要がないこと」（６％）が続いて

いる。このほか，「森林所有者の高齢化」「関

心の低下」「赤字での間伐は進まない」など

の回答も見られた。

　

　

　

　

　

　

　山元立木価格（スギ・ヒノキ・マツの平

均）は80年にピークを迎えたあと低下基調

にあり，林家の経営意欲を反映する新植・

保育面積もほぼ同時期に減少に転じた（第

１図）。それにともない森林組合の作業班員

数も減少しており，81年に６万６千人を数

えたのち97年には３万４千人と，その間で

約48％減少している。このような状況のも

とで進行している作業班の高齢化，および

就業構造の変化につき分析を行うこととし

たい。

　

　（1）　高齢化の進行状況

　ａ．作業班全体

　年齢別構成における60歳代以上の比率は

一貫して上昇しており，高齢化は着実に進

行している（第２図）。特に，82～96年の14

年間で60歳代以上の比率は30ポイント以上
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上昇し，96年には50％に達した。一方，か

つて60％以上を占め作業班の中心であった

40～50歳代は，80年にかけて上昇したのち

下降に転じ，93年に60歳代以上に第１位の

座を明け渡した後も比率低下は進行，96年

には４割を切る水準にまでなっている。30

歳代以下は，72年時点では30％，第２位で

あったが，その後の比率低下により78年に

は60歳代以上を下回ることとなり，87年以

降は10％前後にて推移している。

　年齢別班員数においては，60歳代以上の

み増加しており，他の年代層はともに減少

している。特に40～50歳代の減少幅が大き

く，また作業班全体が同様の動きを見せて

いることから，作業班の中心であったこの

層の強い影響力がうかがえる。

　ただし，担当業務別（造林班，林産班，加

工場班）に見てみると，それぞれ異なる傾向

を示していることがわかる。

　

　ｂ．造林班

　造林班は，72年以降，作業班全体の約７

割を占めており，その動向が作業班全体に

与える影響度は最も高い。高齢化の進行は

他の班より速く，80年に60歳代以上の比率

が20％に達しており（林産班：88年，加工場

班：92年），さらに84年以降は高齢化が加速

し，97年には57％に達している（第２図）。

造林班が，80年代前半から90年代半ばにい

たる作業班全体の高齢化進行へ与えた影響

は極めて大きい。ただし実数ベースでは，

94年以降，60歳代以上は若干減少してお

り，造林班全体の班員数減少により構成比

上昇し，96年には50％に達した。一方，か

つて60％以上を占め作業班の中心であった

40～50歳代は，80年にかけて上昇したのち

下降に転じ，93年に60歳代以上に第１位の

座を明け渡した後も比率低下は進行，96年

には４割を切る水準にまでなっている。30

歳代以下は，72年時点では30％，第２位で

あったが，その後の比率低下により78年に

は60歳代以上を下回ることとなり，87年以

降は10％前後にて推移している。

　年齢別班員数においては，60歳代以上の

み増加しており，他の年代層はともに減少

している。特に40～50歳代の減少幅が大き

く，また作業班全体が同様の動きを見せて

いることから，作業班の中心であったこの

層の強い影響力がうかがえる。

　ただし，担当業務別（造林班，林産班，加

工場班）に見てみると，それぞれ異なる傾向

を示していることがわかる。

　

　ｂ．造林班

　造林班は，72年以降，作業班全体の約７

割を占めており，その動向が作業班全体に

与える影響度は最も高い。高齢化の進行は

他の班より速く，80年に60歳代以上の比率

が20％に達しており（林産班：88年，加工場

班：92年），さらに84年以降は高齢化が加速

し，97年には57％に達している（第２図）。

造林班が，80年代前半から90年代半ばにい

たる作業班全体の高齢化進行へ与えた影響

は極めて大きい。ただし実数ベースでは，

94年以降，60歳代以上は若干減少してお

り，造林班全体の班員数減少により構成比
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率が上昇する結果となっている。

　

　ｃ．林産班

　林産班の作業班全体における構成比率

は，約２割で推移している。造林班同様，

高齢化は進行しているものの，そのペース

が加速したのは87年以降とやや遅く，ま

た，97年における60歳代以上比率は42％と

造林班を下回る水準にある（第２図）。な

お，40～50歳代の比率は81年以降減少傾向

にあるものの，97年時点でも60歳代以上を

若干上回っており，林産班の一方の中心と

なっている。

　

　ｄ．加工場班

　加工場班の作業班全体における構成比は

１割未満の水準にとどまっており，その動

向が作業班全体に与える影響度は低い。30

歳代以下が３割近い水準で推移しているこ

とが大きな特徴であり，中心である40～50

歳代も５割を維持しているなど，前述の２

班に比しかなり若い年齢構成となっている

（第２図）。89年以降は高齢化も進んでいる

が，60歳代以上の比率は97年で23％にとど

まっており，30歳代以下を上回るにはい

たっていない。

　

　（2）　就業構造の変化

　ａ．作業班全体

　作業班全体の年間就業延べ日数（全組合

の合計）は，81年（905万８千日）以降減少を

続けており，97年には81年対比６割の水準

（556万６千日）にまで落ち込んでいる。年間

就業日数の階層別構成比では，年間就業日

数210日以上の班員による就業延べ日数（以

下，210日以上という。他の階層も同様）が81

年以降比率を上昇させ，91年には５割に達

しており，この層への労働力依存度の高ま

りが見てとれる（第３図）。

　班員数推移も，就業延べ日数とほぼ同様

の傾向を示している。81年（６万６千人）以

降減少を続け，97年には81年対比５割の水

準（３万４千人）にまで落ち込んでいる。

210日以上の階層別構成比の上昇は，就業延

べ日数より若干遅い85年以降から始まり，

97年には35％まで上昇している（第４図）。

　就業延べ日数，班員数とも，210日以上の

構成比率上昇が大きな変化として現れてい

るが，それぞれを実数ベースで見てみる

と，他の階層が減少し総数も減少するな

か，210日以上がほぼ横ばい推移したため構

成比が上昇していることがわかる。

　以下，担当業務別に変化を見ていくこと

としたい。

　

　ｂ．造林班

　造林班は，就業延べ日数および班員数と

も総数の７割程度を占めており，その動向

が全体に与える影響度は最も高い。就業延

べ日数の階層別構成比
（注2）
において，80年代後

半までは150～210日未満が最も高い比率を

占めており，210日以上はそれを若干下回る

第２位にあった（第３図）。しかし，82年以

降，実数ベースで150～210日未満が減少し

ていくなか，210日以上はおおむね横ばいで

推移したため構成比率が上昇，89年には150

率が上昇する結果となっている。

　

　ｃ．林産班

　林産班の作業班全体における構成比率

は，約２割で推移している。造林班同様，

高齢化は進行しているものの，そのペース

が加速したのは87年以降とやや遅く，ま

た，97年における60歳代以上比率は42％と

造林班を下回る水準にある（第２図）。な

お，40～50歳代の比率は81年以降減少傾向

にあるものの，97年時点でも60歳代以上を

若干上回っており，林産班の一方の中心と

なっている。

　

　ｄ．加工場班

　加工場班の作業班全体における構成比は

１割未満の水準にとどまっており，その動

向が作業班全体に与える影響度は低い。30

歳代以下が３割近い水準で推移しているこ

とが大きな特徴であり，中心である40～50

歳代も５割を維持しているなど，前述の２

班に比しかなり若い年齢構成となっている

（第２図）。89年以降は高齢化も進んでいる

が，60歳代以上の比率は97年で23％にとど

まっており，30歳代以下を上回るにはい

たっていない。

　

　（2）　就業構造の変化

　ａ．作業班全体

　作業班全体の年間就業延べ日数（全組合

の合計）は，81年（905万８千日）以降減少を

続けており，97年には81年対比６割の水準

（556万６千日）にまで落ち込んでいる。年間

就業日数の階層別構成比では，年間就業日

数210日以上の班員による就業延べ日数（以

下，210日以上という。他の階層も同様）が81

年以降比率を上昇させ，91年には５割に達

しており，この層への労働力依存度の高ま

りが見てとれる（第３図）。

　班員数推移も，就業延べ日数とほぼ同様

の傾向を示している。81年（６万６千人）以

降減少を続け，97年には81年対比５割の水

準（３万４千人）にまで落ち込んでいる。

210日以上の階層別構成比の上昇は，就業延

べ日数より若干遅い85年以降から始まり，

97年には35％まで上昇している（第４図）。

　就業延べ日数，班員数とも，210日以上の

構成比率上昇が大きな変化として現れてい

るが，それぞれを実数ベースで見てみる

と，他の階層が減少し総数も減少するな

か，210日以上がほぼ横ばい推移したため構

成比が上昇していることがわかる。

　以下，担当業務別に変化を見ていくこと

としたい。

　

　ｂ．造林班

　造林班は，就業延べ日数および班員数と

も総数の７割程度を占めており，その動向

が全体に与える影響度は最も高い。就業延

べ日数の階層別構成比
（注2）
において，80年代後

半までは150～210日未満が最も高い比率を

占めており，210日以上はそれを若干下回る

第２位にあった（第３図）。しかし，82年以

降，実数ベースで150～210日未満が減少し

ていくなか，210日以上はおおむね横ばいで

推移したため構成比率が上昇，89年には150
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～210日未満を上回るにいたっている。その

後も比率は上昇しているが96年の数値は

47％となっており，未だ５割には達してい

ない。一方，60日未満と60～90日未満の比

率は緩やかに下降しており，90年以降は

５％を下回る水準にて推移している。

　班員数の就業日数別構成比
（注3）

において，

210日以上は94年以降第１位となっている

がその構成比は30％程度にすぎず，第２位

の150～210日未満との差も数ポイントと拮

抗している（第４図）。実際，210日以上が伸

長してきたのは80年代半ば以降であって，

それ以前は60～90日未満に次ぐ下位から２

番目の位置にあり，他方150～210日未満は

74～91年の間，単独第１位を占めていた。

また，就業延べ日数ではウェイトの低かっ

た60日未満も，81年以降は低下傾向にある

ものの15％程度の水準を依然維持してお

り，就業延べ日数における同階層の比率よ

り高い数値を示している。

　（注2）　全森林組合の作業班就業延べ日数（合計）
を，班員の年間就業日数による階層ごとの年間就
業延べ日数に区分し，構成比を算出したもの。

　（注3）　全森林組合の作業班員数（合計）を，班員の
年間就業日数による階層ごとに区分し，構成比を
算出したもの。

　

　ｃ．林産班

　林産班が作業班全体に占める割合は，就

業延べ日数で約１割，班員数で約２割と

なっている。就業延べ日数の階層別構成比

において，210日以上は造林班に比し高い数

値を示している。70年代前半より５割を超

える数値を示していたが，その後も緩やか

に上昇を続け92年には６割に達している

（第３図）。これは，実数ベースで他の階層が

緩やかに減少するなか，210日以上のみおお

むね横ばい推移したことによるものであ

る。また，造林班と異なり，階層間で順位

の入れ替わりがなく安定的に推移している

ことも特徴としてあげられる。

　班員数の就業日数別構成比においても，

同様の傾向がうかがえる。210日以上の比率

は70年代前半より３割を超える水準にあっ

たが，その後の上昇により５割近い水準に

いたっており，また，階層間の順位変動は

基本的にはなく安定的に推移している（第

４図）。なお，60日未満の数値変動が造林班

に比し小さいことも特徴と言える。

　

　ｄ．加工場班

　加工場班が作業班全体に占める割合は緩

やかに上昇しており，近年では就業延べ日

数・班員数とも１割程度となっている。就

業延べ日数の階層別構成比では，210日以上

の数値が９割程度，他の階層が１割未満と

格差が非常に開いたまま推移しており，210

日以上への依存度が極めて高いことが大き

な特徴となっている（第３図）。実数ベース

で見ても，前述の２班は延べ日数を減少さ

せているが，加工場班は210日以上の伸長に

より増加している。

　班員数の就業日数別構成比においても，

同様の傾向がうかがえる。210日以上は８割

程度の高水準で推移しており，他の階層は

１割以下の水準にとどまっている（第４

図）。実数ベースでも，210日以上の増加によ

～210日未満を上回るにいたっている。その

後も比率は上昇しているが96年の数値は

47％となっており，未だ５割には達してい

ない。一方，60日未満と60～90日未満の比

率は緩やかに下降しており，90年以降は

５％を下回る水準にて推移している。

　班員数の就業日数別構成比
（注3）

において，

210日以上は94年以降第１位となっている

がその構成比は30％程度にすぎず，第２位

の150～210日未満との差も数ポイントと拮

抗している（第４図）。実際，210日以上が伸

長してきたのは80年代半ば以降であって，

それ以前は60～90日未満に次ぐ下位から２

番目の位置にあり，他方150～210日未満は

74～91年の間，単独第１位を占めていた。

また，就業延べ日数ではウェイトの低かっ

た60日未満も，81年以降は低下傾向にある

ものの15％程度の水準を依然維持してお

り，就業延べ日数における同階層の比率よ

り高い数値を示している。

　（注2）　全森林組合の作業班就業延べ日数（合計）
を，班員の年間就業日数による階層ごとの年間就
業延べ日数に区分し，構成比を算出したもの。

　（注3）　全森林組合の作業班員数（合計）を，班員の
年間就業日数による階層ごとに区分し，構成比を
算出したもの。

　

　ｃ．林産班

　林産班が作業班全体に占める割合は，就

業延べ日数で約１割，班員数で約２割と

なっている。就業延べ日数の階層別構成比

において，210日以上は造林班に比し高い数

値を示している。70年代前半より５割を超

える数値を示していたが，その後も緩やか

に上昇を続け92年には６割に達している

（第３図）。これは，実数ベースで他の階層が

緩やかに減少するなか，210日以上のみおお

むね横ばい推移したことによるものであ

る。また，造林班と異なり，階層間で順位

の入れ替わりがなく安定的に推移している

ことも特徴としてあげられる。

　班員数の就業日数別構成比においても，

同様の傾向がうかがえる。210日以上の比率

は70年代前半より３割を超える水準にあっ

たが，その後の上昇により５割近い水準に

いたっており，また，階層間の順位変動は

基本的にはなく安定的に推移している（第

４図）。なお，60日未満の数値変動が造林班

に比し小さいことも特徴と言える。

　

　ｄ．加工場班

　加工場班が作業班全体に占める割合は緩

やかに上昇しており，近年では就業延べ日

数・班員数とも１割程度となっている。就

業延べ日数の階層別構成比では，210日以上

の数値が９割程度，他の階層が１割未満と

格差が非常に開いたまま推移しており，210

日以上への依存度が極めて高いことが大き

な特徴となっている（第３図）。実数ベース

で見ても，前述の２班は延べ日数を減少さ

せているが，加工場班は210日以上の伸長に

より増加している。

　班員数の就業日数別構成比においても，

同様の傾向がうかがえる。210日以上は８割

程度の高水準で推移しており，他の階層は

１割以下の水準にとどまっている（第４

図）。実数ベースでも，210日以上の増加によ
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り，加工場班全体の班員数が増加する結果

となっている。

　

　ｅ．造林班の特徴

　以上，各班の就業構造変化を見てみる

と，最も構造変化が激しかったのは，作業

班全体への影響度が最も高い造林班である

ことがわかった。そこで，72～96年の間で，

造林班および作業班全体の就業延べ日数が

ピークに達した81年を境に前後期に二分

し，作業班の就業延べ日数・班員数変化に

対する各階層の寄与率を見ることとする。

　就業延べ日数は72～81年で28％増加して

いるが，高い増加寄与率を示しているのは

150～210日未満と210日以上であり，就業日

数の少ない他の階層の数値は低い（第５

図）。特に60～90日未満は，この間減少して

いるため寄与率はマイナスとなっている。

逆に，81～96年では就業延べ日数は減少に

転じ44％の減少となっているが，その減少

寄与率が高いのは150～210日未満と90

～150日未満であり，210日以上の数値は72

～81年の増加期に比し低いものとなってい

る。また，72～96年通期では，就業延べ日

数は29％の減少となっているが，210日以上

のみ増加しており結果として寄与率はマイ

ナスとなった。

　次いで，班員数について見てみると，72

～81年で20％増加しているが，最も高い増

加寄与率を示しているのは150～210日未満

で，次いでに210日以上が続いている（第６

図）。一方，就業日数の少ない60日未満も高

めの数値を示している。81～96年では，班

員数は54％の減少となっているが，60日未

満が最も減少寄与率が高く，210日以上は最

も低い。72～96年通期では，就業延べ日数
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となった。
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少することにより，結果として通期増加を

果たしていることがわかる。一方，このよ

うななか他の階層が減少していったため，

造林班は210日以上への依存度を相対的に

高めていったと言えよう。

　なお，他の階層では，就業延べ日数にお

いては就業日数の多い階層が，班員数にお

いては日数の少ない階層が通期での減少に

大きく寄与しているが，同様のことは作業

班全体でも見てとれる。

　

　（3）　労働力の維持・確保にむけて

　作業班において年間就業日数210日以上

の専業的作業班員のウェイトが増加してい

ることから，今後労働力の維持・確保をは

かるためには労働条件のより一層の安定化

が必要と思われる。ここでは，労働条件の

うち賃金について取り上げてみたい。

　まず，賃金水準であるが，林家（保有山林：

20～500 ）の林業所得指数（72年＝100）を

見ると，材価の低迷，および人件費上昇を

一因とする経費増加により，以前からたび

たび100を割り込んでいたが，92年以降は６

年連続の100未達となっており，かつ97年に

は42まで落ち込むという深刻な状況にあ

る。

　この林業所得減少要因である材価・人件

費であるが，山元立木価格指数（72年＝

100，スギ・ヒノキ・マツの平均）は，80年に

かけて200まで上昇したのち下降基調とな

り，98年に100を割り込み，99年には84まで

低下している。一方，立木の伐出賃金指数

（72年＝100）は一貫して上昇を続け，98年に

は404となっている。

　ただし，伐出賃金指数の伸びを同時期の

産業平均賃金指数と比較すると，むしろ平

均賃金指数を若干下回る水準にあり，伐出

賃金の上昇が不当に高いとは言えないこと

もまた事実である。付加価値増大による販

売価格引上げに，組合が引き続き努力する

ことは必要であるが，市況が大幅に悪化し

ている現在，労働力の維持・確保のため賃

金水準引上げを行うことは困難と言えよ

う。

　次に，賃金体系であるが，依然，定額日

給や日給＋出来高制が上位を占めており，

日給中心の体系となっている（第７図）。月

給制は加工場班を中心に増加しているもの

の，全体から見ると未だ少数派である。造

林班，林産班は業務内容上，加工場班に比

し月給制になじみにくい点があることも否

めないが，高齢化・専業的作業班員への依

存度が高まっているなか労働力維持・確保

少することにより，結果として通期増加を

果たしていることがわかる。一方，このよ
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は42まで落ち込むという深刻な状況にあ
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　この林業所得減少要因である材価・人件
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り，98年に100を割り込み，99年には84まで

低下している。一方，立木の伐出賃金指数

（72年＝100）は一貫して上昇を続け，98年に

は404となっている。

　ただし，伐出賃金指数の伸びを同時期の

産業平均賃金指数と比較すると，むしろ平

均賃金指数を若干下回る水準にあり，伐出

賃金の上昇が不当に高いとは言えないこと

もまた事実である。付加価値増大による販

売価格引上げに，組合が引き続き努力する

ことは必要であるが，市況が大幅に悪化し

ている現在，労働力の維持・確保のため賃

金水準引上げを行うことは困難と言えよ

う。

　次に，賃金体系であるが，依然，定額日

給や日給＋出来高制が上位を占めており，

日給中心の体系となっている（第７図）。月

給制は加工場班を中心に増加しているもの

の，全体から見ると未だ少数派である。造

林班，林産班は業務内容上，加工場班に比

し月給制になじみにくい点があることも否

めないが，高齢化・専業的作業班員への依

存度が高まっているなか労働力維持・確保
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をはかるためには，一定水準の所得保証な

ど安定的労働条件を提示することがより重

要となっている。

　特に，森林・林業の果たす社会的役割が

高まりつつあるなか，ライフスタイルの変

化や昨今の経済情勢も手伝い林業への新規

就労・転職希望者が増えつつあるが，これ

らの人々は安定的労働条件を強く求めてい

るものと思われる。

　賃金面の改善をはかるには，安定的な賃

金体系への移行など組合自らが取り組むべ

き課題も多い。しかしながら，住宅制度な

どの福利厚生や退職金制度の充実，賃金水

準の引上げなど労働条件の全般的引上げ・

安定化をはかるためには，森林の公益的機

能に配慮した行政支援の一層の拡充も不可

欠と言えよう。

（杉山光司・すぎやまこうじ）
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